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はじめに 

将来の航空交通システムの構築に当たっては、航空交通量の増大や運航者、利用者の多様化する

ニーズに的確に対応し、効率的な航空サービスの実現を通じ我が国の経済の成長戦略に寄与していく

とともに、さらなる安全性の向上や地球温暖化対策といった世界共通の課題にも積極的に対応していく

ことが求められています。 

そのため、2009 年 4 月より、産学官の代表者で構成される「将来の航空交通システムに関する研究

会」が設置され、将来の航空交通システムについて様々な角度から検討を重ね、2010 年 9 月、我が国

の将来の航空交通システムが 2025 年に向けて目指すべき目標、変革の方向性等を記述した「将来の

航空交通システムに関する長期ビジョン（CARATS）」をとりまとめました。 

さらに、CARATS の策定を受け、安全性を 5 倍に向上、効率性を 10%向上などの目標の達成や、軌

道ベース運用の実現、性能準拠型の運用の促進などの変革に向けて、2010 年度に学識経験者、運航

者、研究機関、航空関連メーカー、関係省庁等の関係者で構成される「将来の航空交通システムに関

する推進協議会（CARATS 推進協議会）」を設置し検討を進め、2010 年 3 月、CARATS の実現に向け

た「CARATS ロードマップ」をとりまとめました。ロードマップにおいては、CARATS の実現に向けた施策

として 55 の施策を設定し、施策毎に導入の効果や必要性を記述するとともに、産官学の役割、諸外国

の動向等を整理しました。 

2011-2013 年度は、CARATS の実施フェーズとして、ロードマップに記載された個々の施策の具体

的な検討を実施するとともに、費用対効果分析手法に係る検討、指標の分析、研究開発課題の整理に

向けた検討等を行っています。 

このような中、会議に参加しているメンバー以外の関係者の皆様にも、CARATS の活動全般に係る

進捗状況等の情報をご提供し、理解を深めていただくため、このプログレスレポートを発行することとし

ました。推進協議会では、皆様に CARATS を身近なものとして捉えていただけるよう情報発信に努め

てまいります。 

 

 

本書に関するご意見・お問い合わせは、以下宛先までお願いいたします。 

国土交通省航空局交通管制部交通管制企画課 

 将来の航空交通システムに関する推進協議会 事務局 

TEL: 03-5253-8111（内線 51106, 51131） 

FAX: 03-5253-1664 

E-mail:  
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点ですでに運用中の施

点では明確になってお
が、将来的に検討がな

の意思決定
岐を伴う場合）

の意思決定

開発等、導入の意思決

の導入のための準備
の期間の後、運用開始

施策個票のイ
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構築するた

の実現に

mprovement

整理していま

分類

空域運用

拠型運用

な軌道生成

ムな軌道修正

度運航

ービスの向上

等の共有と活用

施策

おらず施策として挙
なされ決定していく

決定を行う前に必要

始が可能な状態とな

イメージ 

 

）

挙げられ
く施策

要な活動

なる。）
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４ 

CA

もと、

いては

的な施

分析を

ロード

ードマ

 

５ 

実施

るなど

用対効

ビジョ

整理す

（１

20

分析
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実施フェ

ARATS の活

ロードマップ

は、当該年度

施策について

を行うことと

ドマップの進

マップの見直

2011 年度

施フェーズの

ど推進体制を

効果分析を実

ョンで掲げら

するためのロ

） 実施体

10 年度に引

手法検討分

ェーズの活

活動は 2011 年

プに記載され

度に意思決定

ては研究開発

しています。

進捗状況を確

直し等を行いま

度の活動

の初年度にあ

を構築し、ロ

実施するため

れた目標の

ロジックモデ

体制 

引き続き推進

分科会」と 4 つ

活動事項 

年度より実施

れた個々の施

定を行う施策

発を計画的に

また、指標を

確認し、必要に

ます。 

動内容 

あたる 2011 年

ードマップに

めの基本とな

達成へ寄与

デルの作成も

協議会の下

つの検討 WG

 

施フェーズに

施策について

策を中心に、詳

に進めます。

を継続的に分

に応じて施策

年度において

に記載された

なる考え方を

与するのかを

行いました。

下に企画調整

G を設置しま

入っています

て具体的な検

詳細な整備計

。各施策の実

分析し数値目

策の改善、代

ては、検討 W

施策の具体

をとりまとめま

施策毎に定

。 

整会議を設置

ました。

す。実施フェー

検討を行います

計画、展開計

実施判断にあ

目標の達成状

代替手段の検

WG（ワーキン

体的な検討を

ました。また、

性的に分析

置するとともに

ーズでは産学

す。短期的な

計画を策定し

あたっては、費

状況を把握す

検討、指標の

ンググループ

行うとともに

、施策がどの

析するとともに

に、新たに「費

学官連携の

な施策につ

し、中長期

費用対効果

するとともに

見直し、ロ

 

プ）を設置す

に、施策の費

のように長期

に、体系的に

費用対効果

、



 

◆企

 分

長期

◆費

 施

検討

◆研

 研

係機

◆ワ

長

管理

討等

A

P

情

航

 

企画調整会

分科会及び W

期ビジョンの

費用対効果

施策の費用対

討を行います

研究開発推

研究開発に必

機関の連携

ワーキンググ

長期ビジョンの

理、費用対効

等を行います

ATM 検討 W

計画の検

な事項の

PBN 検討 W

画の検討

事項の検

高規格 RN

策（OI-

調査の

小型航空機

RNAV に

効果の

情報管理検討

画の検討

事項の検

航空気象検討

計画の検

な事項の

議 

WG の設置、

の目標の達成

・指標分析検

対効果を分析

す。 

進分科会 

必要な情報の

強化、研究開

グループ （W

の実現に向

効果の検討、

す。 

WG：柔軟な空

検討・進捗管理

検討等を行

WG：性能準拠

討・進捗管理、

検討等を行い

NAV 検討 SG

-9、OI-10 等

実施、研究の

機用 RNAV 検

に関する施策

分析、必要な

討 WG：情報

討・進捗管理、

検討等を行い

討 WG：気象

検討・進捗管理

検討等を行

 

WG 間の調

成状況の分析

検討分科会

析するための

の共有、施策

開発促進策の

WG）・サブグ

けたロードマ

、必要な調査

空域運用、軌

理、費用対効

います。 

拠型運用に係

、費用対効果

います。 

G：PBN 検討

）について、

の推進その他

検討 SG：PB

策（OI-１１、O

な調査の実施

報サービスの

、費用対効果

います。 

象観測情報及

理、費用対効

います。 

 

調整、推進協議

析、研究開発

の共通的な手

策の実現に向

の検討等を行

グループ（SG）

マップに記載

査の実施、研

軌道の生成・修

効果の分析、

係る施策（小型

果の分析、必

討 WG におけ

導入計画の

他必要な事項

BN 検討 WG

OI-1２等）に

施、研究の推

向上、情報共

果の分析、必

及び気象予測

効果の分析、

議会の事前

発の推進等を

手法及び指標

向けて解決が

行います。

） 

された施策に

研究開発課題

修正、高密度

、必要な調査

型航空機に係

必要な調査の

ける検討項目

の検討・進捗管

項の検討等

における検

ついて、導入

推進その他必

共有基盤の構

必要な調査の

測情報の高度

、必要な調査

調整、費用対

を行います。 

標の分析に係

が必要な技術

について、導

題の整理、そ

度運航に係る

査の実施、研

係る施策を含

の実施、研究

のうち、高規

管理、費用対

を行います。

討項目のうち

入計画の検討

必要な事項の

構築に係る施

の実施、研究

度化等に係る

査の実施、研

対効果分析手

 

係る具体的か

術課題の総合

導入計画の検

の他必要な

る施策につい

研究の推進そ

含む）につい

究の推進その

規格 RNAV に

対効果の分析

。 

ち、小型航空

討・進捗管理

の検討等を行

施策について

究の推進その

る施策につい

研究の推進そ
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手法の検討

かつ詳細な

合調整、関

検討・進捗

な事項の検

いて、導入

その他必要

いて、導入計

の他必要な

に関する施

析、必要な

空機用

理、費用対

行います。

て、導入計

の他必要な

いて、導入

その他必要

 

、
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（２

 施

る際の

まとめ

施に資

「CAR

をとり

関する

の適

指針

等を用

法を追

ること

います

 

 

 

（３

20

行いま

•
•
•
•
•
•

これ

OI
非

電波

便性

8  

） CARAT

施策の費用対

の基本的な考

め、その整合

資することを

RATS 費用対

りまとめました

る既存の指針

用を基本とす

等に記載が

用いる必要が

追加す

ととして

す。 

） 主な検

11 年度にお

ました。 

• OI-11 低

• OI-12 小

• OI-13 継

• OI-29-2 

• EN-1 情

• EN-11 平

れらの施策の

-11：低高

非与圧・防氷

波覆域に制限

性の向上を図

TS 費用対効

対効果分析を

考え方、分析

合性の確保と

を目的として、

対効果分析の

た。費用対効

針等を踏襲し

するとともに

なく特別な分

がある場合は

検討施策 

おいては、主と

低高度航空路

小型航空機に

継続的な上昇

定型通信の

報処理システ

平行滑走路に

の検討結果の

度航空路の

氷装置を持たず

限の少ない衛

図ります。 

効果分析の

を実施す

析手法等を

と円滑な実

、

の考え方」

効果分析に

した手法

、既存の

分析手法

は、当該手

として以下に

路の設定 

に適した出発

昇・降下の実現

の自動化によ

テムの高度化

における監視

の概要を以下

の設定 
ず高高度を飛

衛星航法を活

 

考え方 

に示す意思決

発及び到着・進

現（うち CDO

よる処理能力

化（上昇・降

視能力の向上

下に示します

飛行することの

活用した低高度

決定年次を迎

進入方式の設

O） 

力の向上 

下最適プロフ

上 

す。 

のできないヘ

度空域の航空

迎える施策等

設定 

ファイル算出

ヘリコプター等

空路を設定す

等に関する詳

出） 

等の小型航空

することで、安

詳細検討を

空機に対し、

安全性及び利



 

R

調査

を策

地点

本

遅れ

に、

OI
O

空港

本

（全

度に

ダン

OI
O

と一

C

る効

運用

RNAV による

査を実施し、

策定しました。

点間輸送のた

本 OI のうち、

れていること

、また運用開

-12：小型

OI-11 と同様

港やヘリポー

本 OI のうち

全飛行フェーズ

に、また運用

ンスでの非精

-13 継続的

OI-13（うち C

一体となり実

CDO（Contin

効果ではなく

用です。 

る低高度航空

防災等の安全

。 なお、RNA

ための低高度

、回転翼機用

から、早期の

開始時期を 20

航空機に適

様、ヘリコプター

ート等に小型航

LP について

ズでの衛星航

用開始時期を

精密進入)につ

的な上昇・降

CDO）は、「E

実現される施策

nuous Desce

く、継続的な

 

路の導入に際

全・安心のた

AV1/2 につい

度経路の導入

用の航法仕様

の意思決定を

016 年度に修

適した出発

ー等の小型航

航空機に適し

は、MSAS の

航法サービス

2019 年度に

ついても検討を

降下の実現

EN-1 情報処

策であること

ent Operatio

降下を行うこ

際しての課題

ための低高度

いては、国土交

入を予定してい

様である RNP0

を行うことは困

修正しました。

発及び到着

航空機に対し

した出発及び

の性能向上が

スの提供）に合

に修正しました

を行うこととし

現（うち CD
処理システム

とから、両者の

ons）は、到着

ことにより、燃

題の整理や、

基幹経路の導

交通省の成長

います。  

0.3 について

困難であると判

 

・進入方式

し、電波覆域に

び到着・進入方

が必要となるこ

合わせて意思

た。併せて LP

しました。 

DO） 
の高度化（上

の検討は同

着フェーズにお

燃料消費量の

小型機運航者

導入等に向け

長戦略に基づ

は、ICAO にお

判断され、意思

式の設定 
に制限の少な

方式を設定し

ことが明らかに

思決定年次を

PV（SBAS によ

上昇・降下最

時に行いまし

おいて、従来

の抑制及び騒

者を対象とし

けた今後の検

づき、成田～赤

おける基準策

思決定年次を

ない衛星航法

ます。 

になったこと

2011 年度か

よる水平・垂

最適プロファイ

した。 

来のステップ

騒音の軽減を
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した経路要望

検討の方針

赤坂間の２

策定作業が

を 2013 年度

法を活用し、

から、EN-7

から 2014 年

直方向ガイ

イル算出）」

ダウンによ

を実現する

 

 



 

P 1

今

いて

初期

初

等に

す。

が割

第二

第

こと

るこ

定程

とな

わな

りま

第三

第

過地

ァイ

たプ

こ

果分

減を

得ら

二段

OI
国

通信

動的

管制

陸

に係

すた

の決

EN

10  

今年度の検

ての詳細検討

期の CDO 

初期の CDO

に当該方式の

。したがって、

割り当てられた

二段階の CD

第二段階の C

とにより作成す

ことから、運用

程度回避した

なるケースも発

ないため、以前

ます。 

三段階の CD

第三段階の C

地点の緯度・経

イルを機上に伝

プロファイルが

これらの段階

分析を行いま

を見込んだの

られ、純現在

段階の運用

-29-2：定型

国内航空路に

信のデータリ

的に送受信す

制通信に適用

陸域 CPDLC

係るパフォー

ためのインフ

決定を 2013

N-11 平行滑

討においては

討を行い、以

は関西国際空

の展開を行うも

ここでの運用

た運用となりま

DO 

CDO において

する 3 次元プロ

用の柔軟性が

た経路の設定が

発生すると考え

前として混雑時

DO 

CDO において

経度、高度、時

伝達する形態

が生成可能で

階的な導入を

ました。便益

のに対し、費

在価値は約 3

開始時期を

型通信の自

において CPD

リンク化を実現

することが可能

用します。 

C を用いた周

ーマンスが管制

ラ整備につい

年度に行うこ

滑走路にお

は、技術動向

以下の 3 段階

空港において実

ものであり、あ

用は非常に閑散

ます。 

ては、データリ

ロファイルのア

向上するととも

が可能となり、

えられます。し

時間帯での運

ては、航空機側

時刻の列）をデ

態での CDO を

あるため、混雑

を基本とし、意

益項目として洋

費用項目は通

3 億円となり

2017 年度に

自動化によ

DLC を導入し

現します。具体

能なものや、

波数移管等に

制上の運用要

いては関係者

こととなり、運

ける監視能

 

向や機上、地

階に分けた導

実施されてい

あらかじめ公示

散な時間帯に

ンクを活用す

アップリンクに

もに、管制官

、初期の CDO

しかしながら、

運用を行うこと

側の RTA 機能

データリンクに

を実現します。

雑空港、混雑

意思決定対象

洋上から入域

通信費用のみ

り、費用に見合

に変更するこ

る処理能力

し、パイロット

体的には、管

フリーテキス

について検討

要件を満たす

者との綿密な調

運用開始時期

能力の向上

地上の対応動

導入を行うこ

いるトライアルの

示された CDA

においてのみ実

するため、通過

により、承認す

のワークロー

O と比較して交

第三段階の

とは困難で、限

能を活用し、時

によりアップリ

ここでは他機

雑時間帯におけ

象となる第二

域する航空機

みであることか

合った効果が

こととしました

力の向上 
ト側の応答につ

管制移管に伴

ストによるトラ

討を行った結果

すかどうか確証

調整を実施す

を 2019 年度

上 

動向等を踏ま

ととしました。

の延長として、

経路の承認を

実施可能であ

過地点を状況に

るプロファイル

ド軽減、コンフ

交通量の多い

CDO で実現す

限定された時間

時刻を指定した

ンクすることに

機との関係を時

ける実施が可

二段階の CD

機の消費燃料

から、約 40 の

が得られると

た。 

ついて一定の

う新たな周波

ジェクトリ情報

果、現時点に

証が得られて

する必要があ

度に修正するこ

まえて CDO の

。 

、他の時間帯

を音声通信に

あり、固定的な

に応じて柔軟に

ルを機上に伝

フリクト又は混

い状況において

するような時刻

間帯での運用

た 4 次元プロ

によって、承認

時間成分も含め

可能となると考

DO について

料削減、CO2

の高い費用

と評価しました

の遅延が許容

波数のアップリ

報のアップリン

においては通

ていないこと、

あることから、

こととしました

の導入につ

帯、他の空港

により実施しま

なプロファイル

に決定する

伝達可能とな

混雑空域を一

ても対応可能

刻指定を行

用が基本とな

ファイル（通

認するプロフ

めて考慮し

考えられます。

、費用対効

2 排出量削

便益比が

た。また、第

容される管制

リンク等、自

ンクといった

通信システム

要件を満た

導入時期等

た。 


